
低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発委託費
令和6年度概算要求額 1.8億円（2.2億円）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

原子力発電に伴って発生する低レベル放射性廃棄物のうち、
放射能レベルが比較的高い廃棄物を対象とする中深度処分
（地下70m以上の深さ）に関し、地下空洞型処分施設の
閉鎖後の人工バリアの長期健全性を確認するためのモニタリン
グ技術の開発を行い、中深度処分事業の円滑化を図ることを
目的とする。

資源エネルギー庁電力・ガス事業部

放射性廃棄物対策課

成果目標

昭和62年から令和6年までの38年間の事業であり、

短期的には、中深度処分で対象とする深度に存在する堆積岩
用の計測装置の開発や、施設設計や安全性も考慮した設計
オプションの整備に関する技術開発計画を立案する。
長期的には、開発した計測装置の適用性を実際の試験空洞な
どにおいて確認するとともに、信頼性の高い設計オプションを整備
することで、中深度処分技術開発の信頼性を向上させる。

事業概要

中深度処分施設の閉鎖後の長期的な管理に資するために、実
際の地下環境に構築された中深度処分を想定した実物大の
地下空洞を活用し、人工バリアや周辺岩盤の長期に亘る機能
確認方法の確立を行うための技術開発等を行う。

民間企業
委託

国

廃棄物の種類と量

原子炉を解体して発生する廃棄物のうち、低レベル放射性
廃棄物は２%。放射能レベルに応じて処分する。
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